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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第３四半期連結
累計期間

第57期
第３四半期連結

累計期間
第56期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 39,869 53,744 55,525

経常利益 （百万円） 3,086 3,872 4,492

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,048 2,396 2,884

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,447 4,220 2,978

純資産額 （百万円） 19,902 24,656 20,724

総資産額 （百万円） 49,055 73,543 52,690

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 30.04 34.12 42.11

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 29.83 33.91 41.79

自己資本比率 （％） 40.33 31.91 39.15

 

回次
第56期

第３四半期連結
会計期間

第57期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.98 6.68

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託が保有する当社株式は、第57期第３四半期連

結累計期間における１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動につきましては、以下のとおりであります。

（システム建築事業）

第１四半期連結会計期間において、株式会社システムハウスアールアンドシー（旧コマツハウス株式会社）の

株式を取得し子会社化したため、連結の範囲に含めております。

（総合建設事業）

該当事項はありません。

（立体駐車場事業）

該当事項はありません。

（開発事業）

該当事項はありません。

（ファシリティマネジメント事業）

該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等もあり緩やかな回復基調で推移した

ものの、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響など先行き不透明な状況が続きました。一方、建設業界

におきましては、公共工事及び民間工事は底堅く推移いたしましたが、力強さに欠けました。

このような状況のなかで当社グループは、建設需要の影響を最小限にする安定した経営基盤の確立を目指した新

中期経営計画（平成28年度～平成30年度）の実現に向けて、収益力・競争力強化のための戦略的な投資やグループ

シナジー効果の最大化を基本方針として掲げ、積極的に事業を展開してまいりました。また、海外事業につきまし

ては、タイにおけるタワー式立体駐車場（同国内、最高層・最大規模）の建設やマレーシアにおける立体駐車場へ

の投資など東南アジア諸国を中心に事業基盤づくりを推進いたしました。

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は53,744百万円（前年同期比134.8％、13,875百万円増）、営

業利益は3,757百万円（前年同期比128.5％、832百万円増）、経常利益は3,872百万円（前年同期比125.5％、785百

万円増）及び親会社株主に帰属する四半期純利益は2,396百万円（前年同期比117.0％、348百万円増）となりまし

た。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（システム建築事業）

システム建築事業につきましては、第１四半期連結会計期間より株式会社システムハウスアールアンドシー（旧

コマツハウス株式会社）を連結範囲に含めたことに加え、熊本地震により被災された地域の復旧・復興に向けて応

急仮設住宅の建設に使命感をもって対応したこと等から販売事業の売上高は18,452百万円（前年同期比156.2％、

6,641百万円増）、レンタル事業の売上高は13,096百万円（前年同期比253.7％、7,934百万円増）となり、同事業

全体の売上高は31,549百万円（前年同期比185.9％、14,575百万円増）となりました。

（総合建設事業）

総合建設事業につきましては、鉄道・土木工事、マンション等の建築工事及びリニューアル工事が総じて堅調に

推移した結果、売上高は11,350百万円（前年同期比128.7％、2,529百万円増）となりました。

（立体駐車場事業）

立体駐車場事業につきましては、販売事業は工事完成時期の関係もあり売上高は2,966百万円（前年同期比

77.5％、861百万円減）に留まりましたが、メンテナンス事業はリニューアル工事が堅調に推移し売上高は1,551百

万円（前年同期比103.8％、56百万円増）となりました。また、駐車場運営・管理事業は当第３四半期連結累計期

間において駐車場４件106車室純増、駐輪場６件2,575台純増し、12月末において駐車場314件3,119車室、駐輪場58

件10,223台となり売上高は1,319百万円（前年同期比112.3％、144百万円増）となりました。これらの結果、同事

業全体の売上高は5,837百万円（前年同期比89.8％、660百万円減）となりました。
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（開発事業）

開発事業につきましては、大手コンビニエンスストア及び作業員向け宿舎等の開発に加え、東京都渋谷区の開発

用地の譲渡があったものの、前第３四半期連結会計期間において京都市分譲マンションの譲渡（売上高5,929百万

円）もあり、売上高は4,090百万円（前年同期比59.8％、2,750百万円減）と前年同期を下回りました。

（ファシリティマネジメント事業）

ファシリティマネジメント事業につきましては、大手外食チェーン店やドラッグストア等の流通店舗を中心に積

極的に事業展開を図ったほか、同事業の更なる拡大及びグループシナジー効果の最大化を目的に大規模コールセン

ターを設置したこと等により、売上高は916百万円（前年同期比124.5％、180百万円増）となりました。

(2) 財政状態

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、主に第１四半期連結会計期間より株式会社システムハウス

アールアンドシーを連結範囲に含めたことに伴い、前連結会計年度末と比べ20,853百万円増加し、73,543百万円と

なりました。

負債合計は、上記に加え、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末と比べ16,921百万円増加し、48,887百

万円となりました。

純資産合計は、利益剰余金やその他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末と比べ3,932百万円

増加し、24,656百万円となりました。

これらの結果、自己資本比率は31.9％（前連結会計年度末は39.2％）となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は12百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 従業員数

第１四半期連結会計期間において、株式会社システムハウスアールアンドシー（旧コマツハウス株式会社）の株

式を取得し子会社化したことに伴い、システム建築事業において202名、管理部門において56名それぞれ増加し、

当社グループの従業員数は1,023名となりました。

なお、従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であります。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、建設業界において民間投資の継続が期待される一方で、海外経済の不確実

性や金融資本市場の変動の影響により国内景気の先行きは不透明な状況にあります。

当社グループは、現在の経営環境及び当社の現状等の十分な認識のもと、平成28年度を初年度とする３ヵ年の中

期経営計画（平成28年度～平成30年度）を策定し、平成32年開催の東京五輪以降の先行き不透明な国内建設需要の

影響を最小限にする安定した経営基盤の確立を目指しております。当社グループは、本計画の基本方針のもと、収

益力・競争力強化のための戦略的な投資を積極的に行い、グループシナジー効果を高めて持続的な成長を実現して

まいります。

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、事業活動に必要な流動性を保ちつつ、健全なバランスシートを維持することを基本とし、

キャッシュ・フローを重視した経営を推進しております。また、当社グループの運転資金及び設備投資資金の調達

は、自己資金及び借入金等により賄っており、余剰資金については借入金の返済に充当するなど資金の効率化を

図っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 71,113,168 71,113,168
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 71,113,168 71,113,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 71,113 － 7,002,078 － 997,921

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 636,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 70,105,000 70,105 －

単元未満株式 普通株式 372,168 － －

発行済株式総数 71,113,168 － －

総株主の議決権 － 70,105 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権の数５個）及び株

式給付信託が保有する当社株式495,000株（議決権の数495個）が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日成ビルド工業
株式会社

金沢市金石北三丁
目16番10号

636,000 － 636,000 0.89

計 － 636,000 － 636,000 0.89

（注）　株式給付信託が保有する当社株式495,000株は、上記の自己株式には含めておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,724,374 9,068,775

受取手形・完成工事未収入金 14,585,595 ※ 17,111,162

リース未収入金 3,069,790 4,801,337

販売用不動産 1,776,719 138,638

仕掛販売用不動産 500,673 1,083,159

未成工事支出金 283,379 3,511,329

リース支出金 1,896,478 2,113,522

商品及び製品 202,137 619,861

仕掛品 28,025 92,201

原材料及び貯蔵品 321,421 390,758

その他 895,106 1,848,440

貸倒引当金 △76,484 △270,046

流動資産合計 29,207,218 40,509,141

固定資産   

有形固定資産   

リース用建物（純額） 2,260,258 4,887,499

建物・構築物（純額） 2,486,263 4,226,008

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 434,931 947,324

土地 10,276,314 12,092,684

建設仮勘定 439,703 64,113

有形固定資産合計 15,897,472 22,217,629

無形固定資産   

その他 682,046 884,786

無形固定資産合計 682,046 884,786

投資その他の資産   

投資有価証券 5,415,326 8,184,664

破産更生債権等 264,098 263,298

その他 1,493,662 1,761,116

貸倒引当金 △269,272 △276,771

投資その他の資産合計 6,903,814 9,932,307

固定資産合計 23,483,333 33,034,723

資産合計 52,690,551 73,543,865
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 12,182,136 ※ 17,035,850

短期借入金 6,030,000 3,780,000

1年内返済予定の長期借入金 1,354,774 2,736,472

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 1,087,248 732,128

未成工事受入金 783,640 3,109,728

リース前受収益 2,047,028 4,143,951

工事損失引当金 16,191 5,049

完成工事補償引当金 799,086 825,956

役員賞与引当金 40,292 31,540

役員株式給付引当金 - 16,732

賞与引当金 451,459 278,199

株主優待引当金 28,000 -

その他 918,107 1,699,791

流動負債合計 25,837,964 34,495,400

固定負債   

社債 650,000 550,000

長期借入金 3,717,930 10,156,176

役員退職慰労引当金 - 58,276

役員株式給付引当金 - 11,155

退職給付に係る負債 1,210,572 1,901,561

資産除去債務 59,164 151,345

その他 490,583 1,563,359

固定負債合計 6,128,250 14,391,873

負債合計 31,966,215 48,887,274

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,002,078 7,002,078

資本剰余金 2,836,135 2,867,325

利益剰余金 9,938,656 11,218,461

自己株式 △135,496 △337,606

株主資本合計 19,641,374 20,750,258

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,121,455 2,807,113

為替換算調整勘定 6,492 19,438

退職給付に係る調整累計額 △140,535 △107,505

その他の包括利益累計額合計 987,412 2,719,046

新株予約権 95,549 105,196

非支配株主持分 - 1,082,089

純資産合計 20,724,336 24,656,590

負債純資産合計 52,690,551 73,543,865
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高   

完成工事高 27,866,246 36,557,368

リース収益 5,162,287 13,096,523

開発事業売上高 6,841,087 4,090,734

売上高合計 39,869,622 53,744,625

売上原価   

完成工事原価 23,510,180 30,828,638

リース原価 3,660,732 10,462,716

開発事業売上原価 6,233,624 2,896,593

売上原価合計 33,404,538 44,187,948

売上総利益   

完成工事総利益 4,356,065 5,728,729

リース総利益 1,501,554 2,633,806

開発事業総利益 607,463 1,194,141

売上総利益合計 6,465,083 9,556,676

販売費及び一般管理費 3,540,047 5,798,999

営業利益 2,925,035 3,757,676

営業外収益   

受取利息 4,956 20,682

受取配当金 69,486 95,396

賃貸不動産収入 33,453 30,027

仕入割引 37,551 35,960

その他 106,368 90,195

営業外収益合計 251,816 272,262

営業外費用   

支払利息 52,365 71,141

賃貸不動産原価 11,189 10,143

為替差損 2,936 41,239

その他 23,798 34,947

営業外費用合計 90,290 157,472

経常利益 3,086,562 3,872,467

特別利益   

固定資産売却益 10,001 605

投資有価証券売却益 12,680 -

特別利益合計 22,681 605

特別損失   

固定資産除却損 6,408 6,448

関係会社株式売却損 - 19,999

その他 589 -

特別損失合計 6,998 26,447

税金等調整前四半期純利益 3,102,245 3,846,625

法人税等 1,060,993 1,360,803

四半期純利益 2,041,252 2,485,821

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△6,830 89,092

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,048,082 2,396,728
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 2,041,252 2,485,821

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 376,406 1,685,658

為替換算調整勘定 2,294 12,945

退職給付に係る調整額 27,969 36,026

その他の包括利益合計 406,670 1,734,630

四半期包括利益 2,447,922 4,220,451

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,455,435 4,128,362

非支配株主に係る四半期包括利益 △7,513 92,089
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、株式会社システムハウスアールアンドシー（旧コマツハウス株式会社）の株

式を取得し子会社化したため、連結の範囲に含めております。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

（取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、平成28年６月28日開催の第56期定時株主総会における決議に基づき、当社取締役に対し中長期的な業績

の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、新たな株式報酬制度「株式給付信託」を導入し

ております。

当該株式給付信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を準用し、信託の資産及び負債を企業の資産及び負

債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。

(1) 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定め

る役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」

といいます。）が信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役は、原則として、役員株式給付規程

に定める在任中の一定時期に当社株式等の給付を受けるとともに、取締役の退任時に当社株式等の給付を受ける

ものとします。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当第３四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額は228,805千円、株式

数は495千株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 168,107千円

支払手形 －千円 124,355千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 481,730千円 1,264,267千円

のれんの償却額 77,793千円 104,774千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 713,172 利益剰余金 11 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分により、資本剰余金（自己株式

処分差益）が697,770千円増加し、自己株式が766,188千円減少しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,116,923 利益剰余金 16 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 報告セグメント

 システム建築 総合建設 立体駐車場 開発
ファシリティ
マネジメント

合計

売上高       

外部顧客への売上高 16,973,450 8,821,084 6,497,655 6,841,087 736,344 39,869,622

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,148 3,000 7,855 24,450 25,699 66,153

計 16,978,598 8,824,084 6,505,510 6,865,537 762,043 39,935,775

セグメント利益又は損

失（△）
2,801,597 284,245 728,827 514,430 △67,351 4,261,747

 

 （単位：千円）

 
調整
(注)１

四半期
連結損益計算書

計上額
(注)２

売上高   

外部顧客への売上高 － 39,869,622

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△66,153 －

計 △66,153 39,869,622

セグメント利益又は損

失（△）
△1,336,712 2,925,035

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額1,336,712千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 報告セグメント

 システム建築 総合建設 立体駐車場 開発
ファシリティ
マネジメント

合計

売上高       

外部顧客への売上高 31,549,399 11,350,385 5,837,431 4,090,734 916,674 53,744,625

セグメント間の内部

売上高又は振替高
104,885 15,286 70,649 61,900 34,274 286,996

計 31,654,285 11,365,672 5,908,080 4,152,634 950,948 54,031,622

セグメント利益又は損

失（△）
3,534,648 505,514 737,829 1,060,779 △184,432 5,654,338

 

 （単位：千円）

 
調整
(注)１

四半期
連結損益計算書

計上額
(注)２

売上高   

外部顧客への売上高 － 53,744,625

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△286,996 －

計 △286,996 53,744,625

セグメント利益又は損

失（△）
△1,896,661 3,757,676

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額1,896,661千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間において、株式会社システムハウスアールアンドシー（旧コマツハウス株式会社）の

株式を取得し子会社化したため、連結の範囲に含めております。

これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの資産の金額は、

「システム建築事業」において17,430,154千円増加しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 30.04円 34.12円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
2,048,082 2,396,728

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
2,048,082 2,396,728

普通株式の期中平均株式数（千株） 68,178 70,238

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 29.83円 33.91円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 － －

普通株式増加数（千株） 469 442

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

権利行使による新株予約権の

減少

第１回新株予約権（第三者割

当）2,550,000個

（平成26年11月10日決議）

－

（注）　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託が保有する当社株式は、１株当たり四半期

純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。なお、当第３四半期連結累計期間において控除した当該株式給

付信託が保有する当社株式の期中平均株式数は221千株であります。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

日成ビルド工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 島　　義浩　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 篠﨑　和博　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石橋　勇一　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日成ビルド工業

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日成ビルド工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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